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在宅医療・介護連携推進事業の概要

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
・地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護
サービスの一体的な提供体制の構築を推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援
・情報共有シート等の活用により、医療・介護関係者の情
報共有を支援
・在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援
・医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターを
配置し、相談窓口の設置・運営により、連携の取組みを
支援

（高齢者等在宅医療・介護連携相談支援事業として）

地区医師会等に委託

（ア）地域の医療・介護の資源の把握
・地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集
・情報を整理し、リストやマップ等の必要な媒体を選択し
て共有・活用

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
・地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在
宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題を抽出、
対応策を検討

（カ）医療・介護関係者の研修
・地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、他
職種連携の実際を習得
・介護職を対象とした医療関連の研修会を開催

（キ）地域住民への普及啓発
・地域住民を対象にしたシンポジウム等を開催
・パンフレット、区広報紙、HP等を活用した在宅医療・介
護連携に関する普及啓発
・在宅での看取りについての講習会の開催等

区役所を中心に事業実施
健康局を中心に検討

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携
・同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市町村等が連携して、広域連携が必要な事項について検討

連携

◆国が定める8つの事業項目ー大阪市の取り組み体制

『在宅医療・介護連携
相談支援室』を設置・運営
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（ア）地域の医療・介護の資源の把握
〇地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集
〇情報を整理し、リストやマップ等の必要な媒体を選択して共有・活用

１ 区役所における取組み

17

13

3

3

2 2

8

関係者向けマップ等の作成

市民向けマップ等の作成

平成29年度以前に作成済 平成30年度に作成済 平成31年度以降に作成予定 作成しない

〇市民向けマップを作成しない理由：他の関係機関が作成・マップナビ大阪を活用

＜平成30年度 取組み調査より＞
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
〇地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の現状を把握・共有
し、課題を抽出、対応策を検討

各区在宅医療・介護連携推進会議 医療介護関係者の参加状況

〇医師会・歯科医師会・薬剤師会・地域包括支援センターについては24区で参加
〇区内の病院の参加は、平成２９年度よりも２区増加
〇ケアマネ連絡会の参加は平成２９年度より1区増加

1

11

9

22

23

23

17

24

16

24

24

24

民生委員

訪問介護事業者連絡会

介護施設等代表

ケアマネ連絡会

在宅医療・介護連携支援コーディネーター

訪問看護ステーション

社会福祉協議会

地域包括支援センター

区内の病院（医師・看護師・ＭＳＷ等）

薬剤師会

歯科医師会

医師会
24

24

24

14

24

18

24

23

21

―

12

2

平成29年度

＜平成30年度 取組み調査より＞
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実施状況
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1

7
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3

3

3

1

3

4

2

2

2

5.地域の医療・介護関係団体等が参画する会議の地域

全体の現状・課題,目指すべき理想像の検討

4.異なる職種・団体同士が会する場における、専門職が

抱える課題・ニーズの抽出・共有や、対応策の検討

3.個別の医療・介護関係団体へのヒアリング等による、各

専門職における課題の抽出・共有や、対応策の検討

2.1で集約・整理した情報に基づく,区役所内部での課題

分析や推進方針の検討

1.既存情報やデータ、在宅医療・介護連携に関連する既

存の取組の集約・整理

平成29年度以前に実施 平成30年度に実施 平成31年度に実施予定 実施予定なし

〇１についてはすべての区で実施
〇２～５についても実施している区が増加

0

2

4

1

4

平成29年度
未着手

＜平成30年度 取組み調査より＞
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会議の内容
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12

24
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23
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24
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1

1

9

6

10.在宅医療・介護連携推進事業の進捗管理について

9.地域における在宅医療・介護連携の取組を評価する

8.地域における在宅医療・介護連携に関する目標の設

定について

7.地域住民への普及啓発について

6.医療・介護の関係者や連携担当者の顔の見える関係

づくりについて

5.医療・介護のネットワークづくりについて

4.切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の構築

について

3.情報共有のルールの策定について

2.在宅医療・介護連携の取組の状況について

1.地域の医療・介護にかかわる資源の充足状況につい

て

あてはまる あてはまらない

3

〇事業評価の項目となる８．９．１０について「あてはまる」区が増加

平成29年度
「あてはまる」

16

24

14

15

21

23

24

10

7

14

＜平成30年度 取組み調査より＞

6



対応策の具体化

〇対応策を実施し評価及び改善を行っている区が増加
〇対応策について具体化されていない区は減少

10

5

8

9

6

10

平成３０年度

平成２９年度

対応策が実施され、評価及び改善を行っている 対応策が具体化されている 対応策について具体化されていない

＜平成30年度 取組み調査より＞
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4%

34%

25%

21%

4%

4%
4%

4%

（カ）医療・介護関係者の研修
〇地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、多職種連携の実際を習得
〇介護職を対象とした医療関連の研修会を開催

研修会の実施回数別割合
◎開催状況
実施 23区

◎主催者（複数回答）
・区役所 21区
・医師会 19区
・歯科医師会 16区
・薬剤師会 16区

【研修テーマ 例】
・地域から始まる病院との連携（中央区）
・退院前の連携について（生野区）

・情報伝達シートについて（港区）
・他職種間で活用できるアポイントメント
シート の検討（西成区）

・在宅で看取るということ（淀川区）
・その人らしい人生最後のアプローチ

（住吉区・平野区）

〇多くで他機関との共催で開催
〇平成30年度 未実施の１区は今年度開催予定

3回：5区

2回：6区

1回：8区

6回：1区
0回：1区

4回：1区

7回：1区

5回：1区

＜平成30年度 取組み調査より＞
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（キ）地域住民への普及啓発
〇地域住民を対象にしたシンポジウム等を開催〇パンフレット、区広報紙、HP等を活用した
在宅医療・介護連携に関する普及啓発〇在宅での看取りについての講習会の開催等

14

20

19

9

3

4

1

1

1

3. 終末期ケアや在宅での看取り等終末期に関連した情報に

ついての周知・啓発

2. 在宅医療や介護で受けられるサービス内容や利用方法に

ついての周知・啓発

1. 区役所や医療・介護関係団体が既存で実施している地域

住民に向けた普及啓発の取組の整理やニーズの確認

すでに実施している 実施に向けて準備している 実施予定なし

〇すべての区において項目２もしくは３で、すでに実施か実施に向け準備中

＜平成30年度 取組み調査より＞
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（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
○地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護 サービスの一体的な提供体制の構築を推進

２ 相談支援室（受託法人）における取組み

〇１はすべての区で実施
○国の示す取組み例３つ（２～４）について、未着手の区が減少し取組みが進んだ

0

12

3

2

平成29年度
未着手

＜平成30年度 取組み調査より＞
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3

2
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1

2

1. 区民が必要とする切れ目のない在宅医療・介護の

サービス提供体制のニーズ、あり方の検討

2. 主治医・副主治医制の導入・推進に向けた取組

3. 在宅療養中の利用者の急変時診療医療機関や後

方病床の確保に向けた取組

4. 訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護St.

との連携体制構築への取組

H29年度以前に実施している H30年度中に実施している H31年度以降に実施予定 現時点では未着手
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（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援
○情報共有シート等の活用により、医療・介護関係者の情報共有を支援
○在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用

〇項目１．２で取り組みが進み、項目３においては未着手区がなくなった

0

1

3

3

9

平成29年度
未着手

＜平成30年度 取組み調査より＞
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6
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8

8

9

8
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7

9

9

1

7

1

1

5. 4で導入した情報共有ツールの活用状況や効果に

ついての評価や改善

4. 情報共有ツールの導入や利用促進

3. 地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの

検討

2. 現在使用されている情報共有ツールやその活用状

況の確認

1. 医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有

のニーズ、共有方法の検討

H29年度以前に実施している H30年度中に実施している H31年度以降に実施予定 現時点では未着手
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（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援
○医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターを配置し、相談窓口の設置・運営により、
連携の取組みを支援

〇病院地域医療連携室・介護支援専門員・地域包括支援センターの順で相談が多い
〇地域包括支援センター・他区在宅医療介護連携支援コーディネーター・介護支援専門員からの相談が増加

個別ケース相談（相談者別内訳） 相談者総数：2554件

106

244

35

186

51

42

421

483

230

508

25

10

213

82

341

50

129

47

59

321

442

220

532

14

12

207

0 100 200 300 400 500 600

⑬その他

⑫区民

⑪区役所・保健福祉センター

⑩他区在宅医療・介護連携支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

⑨認知症初期集中支援チーム

⑧⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦地域包括支援センター

⑥介護支援専門員

⑤訪問看護

④病院（地域連携相談室）

③薬局・薬剤師

②歯科

①医科

平成29年度 平成30年度

＜平成30年度 実績報告書より＞
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102

58

98

26

128

0 50 100 150

その他

介護の手続きに関すること

介護事業所に関すること

地域包括支援センターに関するこ

と

ケアマネに関すること

291

152

409

27

20

452

565

642

0 100 200 300 400 500 600 700

その他

医療の手続きに関すること

訪問看護に関すること

薬局・薬剤師に関すること

歯科に関すること

病院（入院・転院に関すること）

訪問診療できる医療機関に関すること

診療所・医師に関すること

個別ケース相談（相談内容別内訳：複数回答）

【介護に関すること(内訳）】
【医療に関すること(内訳）】

318

55

225

412

2558

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

その他

看取りに関すること

退院支援に関すること

介護に関すること

医療に関すること

〇医療に関する相談が7割を占める

＜平成30年度 実績報告書より＞
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個別ケースに関する調整（連携先別内訳）

319
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62
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833

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

⑬その他

⑫区民

⑪区役所・保健福祉センター

⑩他区在宅医療・介護連携支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

⑨認知症初期集中支援チーム

⑧⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦地域包括支援センター

⑥介護支援専門員

⑤訪問看護

④病院（地域連携相談室）

③薬局・薬剤師

②歯科

①医科

＜平成30年度 実績報告書より＞
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医療・介護関係者との連携に関する相談や調整・連絡
（個別ケース以外の連絡や調整、啓発や情報収集等）

889

101

814

497

203

1490

919

1405

966

1497

378

235

2063

0 500 1000 1500 2000 2500

⑬その他

⑫区民

⑪区役所・保健福祉センター

⑩他区在宅医療・介護連携支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

⑨認知症初期集中支援チーム

⑧⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦地域包括支援センター

⑥介護支援専門員

⑤訪問看護

④病院（地域連携相談室）

③薬局・薬剤師

②歯科

①医科

＜平成30年度 実績報告書より＞
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関係機関との会議・研修等に参加
＜平成30年度 実績報告書より＞

関係機関との会議・研修等に参加
24区合計

（最小～最大）

会議 出席回数
2012

(28～135）

内訳

市・区の会議・研修会
721
(3～53）

関係機関との会議・研修会
1291

(17～110）

（再掲） 地域ケア会議
196
(0～35）
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【目的】 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 ～多職種連携～

対象 課題 目標 局における令和元年度の対応策

区
役
所

♯１ 実務者のマネジメント力

〇区役所実務者が事業の必
要性を理解し、区の課題を明
確にし連携推進のための対応
策を検討することができる。

○研修実施
（★人事異動に伴う区役所担当者への事業について説明会の場の設定）

○好事例等の情報提供

♯２
各区の在宅医療・介護の現
状把握及び課題抽出

○各区の医療・介護連携の課題の整理と分析
（高齢者実態調査や各区のアンケート結果等により）の支援

♯３
地域特性に応じた効果的な
区民啓発

♯４ 受託法人との連携
○区役所及び受託法人の定期的な打合せ等の実施

○区役所及び受託法人の研修実施

受
託
法
人
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

♯１
受託法人によるバックアップ体
制の強化

〇在宅医療・介護連携支援
コーディネーターが医療・介護
関係者の連携における相談
業務を行いつつ、切れ目のな
い在宅医療・介護の提供体
制を構築を推進することができ
る。

○研修実施

○好事例等の情報提供

♯２ コーディネーターのスキルアップ ○研修実施

（在宅医療・介護の連携に
おける課題の把握と対応策の
検討）

○好事例等の情報提供

○連絡会の開催
（スキルアップのための内容をワーキングチームにおいて検討）

（後発区のスキルアップ）
○各区の医療・介護連携の課題の整理と分析
（高齢者実態調査や各区のアンケート結果等により）の支援

♯３ 区役所との連携

○区役所及び受託法人の定期的な打合せ等の実施

○区役所及び受託法人の研修実施

♯４ 情報共有ツールの検討推進 ○好事例等の情報提供

♯５ 病院との連携
○コーディネーター活動を通じた区内病院との連携状況の
実態把握の推進

♯６ 関係機関への周知

これまでの事業の取組みから考えられる健康局における課題と対応策令和元年度 局の課題に対する取組みについて

これまでの事業の取組みから考えられる課題と対応策 ★今年度新規の取組み
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健
康
局

♯１
行政区域を越える広域連携の
課題整理と仕組みづくり

〇区域を超える連携の課題
を整理し対応策を検討するこ

とができる。

○区域を超える医療（病院）との連携における課題及び対応策の検討

★市内病院の連携窓口の一覧を各区において医療介護関係者に対して

情報提供

★市内基本保健医療圏ごとの退院支援にかかる多職種研修会の開催

○隣接市との連携（情報交換）

♯２適切な事業評価指標の検討
〇事業全体の評価指標を検
討することができる。

○各区の医療・介護連携の課題の整理と分析
（高齢者実態調査や各区のアンケート結果等により）の支援）

○医療・介護の現状把握のための実態調査 結果提供

♯３各高齢者施策との調整

♯４
保健医療計画・介護保険事業
計画との整合性

《局の課題（まとめ）》・・・平成30年度 第3回大阪市在宅医療・介護連携推進会議にて確認

局の課題１ 区役所・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰのスキルアップと連携

局の課題２ 行政区域を越える広域連携の課題整理と仕組みづくり

局の課題３ 評価指標の検討
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《局の課題》

局の課題１ 区役所・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰのスキルアップと連携

局の課題２ 行政区域を越える広域連携の課題整理と仕組みづくり

局の課題３ 評価指標の検討

①区役所及び相談支援室（コーディネーター）を対象にした研修会の開催
⇒ ・事業評価（PDCA）、市民啓発・多職種研修の進め方等の内容

・区役所及びコーディネーターのグループワークによる連携促進
・庁内・関係機関間の連携を意識した内容

②第2回大阪市在宅医療・介護連携相談支援室活動報告会（13区）の開催
⇒ ・医療介護関係者に周知し、相談支援室との連携を促進

・全13区の活動の振り返りの機会

③人事異動に伴う区役所担当者への事業について説明会の場の設定
⇒ ・6月１０日開催

局の課題1に対する取組み

企画中

企画中
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③人事異動に伴う区役所担当者への事業について説明会の場の設定

在宅医療・介護連携推進事業 区新任担当者等説明会（6月10日 開催）
参加者29名（事務職：22名 保健師：6名 医師：１名）

役に立つ
41%

少し役に

立つ
48%

あまり役

に立たな

い
7%

役に立た

ない
4%

参加者アンケートより

【今後どのような研修が必要と思いますか？】

〇他区での実施状況（事例）ができる研修 〇取組みの課題解決に向けた情報共有
〇希望と現実のギャップを埋める、各区の取組みのグループワーク〇市としての事業評価指標の説明
〇担当者間の情報共有を主目的としたワールドカフェ等〇効果的取組の具体的事例の周知

理解でき

た
53%

少し理解

できた
43%

あまり理

解できな

かった
4%
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《局の課題》

局の課題１ 区役所・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰのスキルアップと連携

局の課題２ 行政区域を越える広域連携の課題整理と仕組みづくり

局の課題３ 評価指標の検討

①市内病院の連携窓口の一覧を各区において医療介護関係者に対して情報提供

②市内基本保健医療圏ごとの退院支援にかかる多職種研修会の開催

局の課題２に対する取組み
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●介護支援専門員（ケアマネジャー）は区外の病院の連携窓口が不明確なため連携時に困る
●病院の連携窓口担当者と介護支援専門員等との連携を推進していきたい

背景

●在宅医療・介護連携支援コーディネーターが各区の病院の連携窓口を把握している
（ワーキングにおいて、各区の病院の連携窓口把握の項目について検討し、把握項目を抽出し作成）

在宅医療・介護連携支援コーディネーター

①の取組み ： 病院の連携窓口一覧作成について

●各区において集約し、市内の病院を一覧にして、相談支援室において活用する。
●各区の相談支援室を通じて、介護支援専門員等医療介護関係者に対し、情報提供する。
（病院に聞き取りを行い、医療介護関係者に対して情報提供することに了解が得られる範囲で記載）

活用方法

●１５３ケ所の医療機関から同意を得、一覧に掲載。
●今後、年1回（８月1日 時点で更新予定）

進捗状況

22



参考：病院の連携窓口一覧様式

病院名

相談窓口
その他

外来通院中（a) 入院時（前）(b) 入院～退院前(c)
連携に関する困りごとの

窓口(ｄ)

○
○
病
院

住所 窓口 窓口 窓口 窓口

〒 ー 担当者 担当者 担当者 担当者

○○区○○
‐ ‐

対応曜日
時間

対応曜日
時間

対応曜日
時間

電話
番号

ー

電話
番号

（代表･直通）
ー

電話
番号

（代表･直通）
ー

電話
番号

（代表･直通）
ー

FAX
（代表･直通）

ー
FAX

（代表･直通）
ー

FAX
（代表･直通）

ー

代表電話
書
類
等

持参時 書
類
等

持参時 書
類
等

持参時

－ 郵送時 郵送時 郵送時

備考 備考 備考 備考
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②の取組み：退院支援にかかる多職種研修会（市内基本保健医療圏ごと）について

【目的】

区域及び近隣区域の病院関係者と地域（在宅）の多職種が参画し、退院支援の視点について学びあう

ことにより、多職種の連携を深める。

【開催単位】 【開催時期】

基本保健医療圏（北・西・東・南） 令和元年度～ 開催予定

【対象者】

退院支援に関わる専門職

在宅医療や介護に関わる専門職 等（※1回100名程度）

【内容（仮）】 2時間程度

○「退院支援とは？」講師 ○グループワーク『退院支援にかかる事例検討』

○大阪府 入退院支援マニュアル 紹介

【今後】

病院と在宅の連携課題を共有し、今後の対策につなげる（顔の見える関係を推進）

●コーディネーター連絡会等で基本保健医療圏域ごとに検討を繰り返し、開催日・内容を決定。

●入院が必要となった際、区内の病院に入院となるとは限らず退院時には区域を越えての関係機関との連携
が必要とされる。

●他区の病院や専門職とも顔の見える関係を築きたい。

背景
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北部：北区・都島区・淀川区・東淀川区・旭区

【日 時】８月３日（土） １４時～１６時３０分

【会 場】淀川区民センター ホール

【内 容】①講義：大阪府入退院支援の手引きについて

講師：都島区在宅医療・介護連携支援コーディネーター 錦織 法子 氏

②グループワーク（ワールドカフェ形式）：入院時の１期 「あわせる」の課題共有

【申込状況】 １４１名 （7月19日 締め切り）

西部：福島区・此花区・西区・港区・大正区・西淀川区

【日 時】９月１２日（木） １４時３０分～１６時３０分

【会 場】福島区役所 ６階会議室

【内 容】①講義：入退院支援の実際について～入退院支援の仕組みと病床機能～

講師：ＪCＨO大阪病院 療養福祉室長 三村 麻紀子 氏

②グループワーク：事例をもとに考えよう～今できること・これからできること～
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東部：中央区・天王寺区・浪速区・東成区・生野区・城東区・鶴見区

【日 時】１０月５日（土） １４時～１６時３０分

【会 場】リゲッタＩＫＵＮＯホール

【内 容】①講義：大阪府入退院支援の手引きについて

講師：東成区在宅医療・介護連携支援コーディネーター 黒田 和子 氏

②パネルディスカッション ：入退院支援の実際と課題
座長：浪速区在宅医療・介護連携支援コーディネーター 五十川 昌弘 氏

パネラー：大阪警察病院 地域医療連携センター 副センタ―長 岩藤 五月 氏

森之宮病院 医療相談室 副部長 藤井 由記代 氏

大阪医療センター 地域医療連携室 師長 増田 雅子 氏

介護老人保健施設 れいんぼう夕陽丘 主任 佃 真吾 氏

③グループワーク（ワールドカフェ形式):他の専門職に困っていることを伝えてみよう！

南部：阿倍野区・住之江区・住吉区・平野区・西成区

【日 時】１０月２３日（水） １４時～１６時３０分

【会 場】阿倍野区役所 大会議室

【内 容】①講義：大阪府入退院支援の手引きについて

講師：訪問看護ステーションゆいか 統括所長 錦織 法子 氏

②グループワーク：模擬退院カンファレンス 26



参考：開催案内ビラ（北部）
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《局の課題》

局の課題１ 区役所・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰのスキルアップと連携

局の課題２ 行政区域を越える広域連携の課題整理と仕組みづくり

局の課題３ 評価指標の検討

局の課題3に対する取組み

①令和元年度 高齢者等実態調査（本人・ケアマネ・介護施設）において
⇒本事業の評価指標となる介護側の調査内容検討

●住 民 ： 生活満足度 幸せ度
●介護支援専門員 ： 連携度 従事者満足度
●介 護 施 設 ： 連携度 貢献度

大阪市在宅医療・介護連携推進事業に関する医療施設等アンケート調査実施（平成29年度）

⇒医療側の評価指標 設定

●医療施設側 ： 連携度 貢献度 従事者満足度
職種機関別連携度 療養場面別連携度

これまでの取組み
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（参考）

在宅医療介護連携推進事業における指標（案） 医療 介護 住民 区役所

アウト
カム
指標

1） 生活満足度 アンケート必要 ○

2） 従事者満足度 アンケート必要 ○ ○

3） 要介護者の在宅療養率
⇒要介護3～5且つ75歳以上の施設サービス利用外数

介護保険・医療保険

4） 場所別死亡数・率

○・自宅・施設死亡率 人口動態統計

・在宅看取り 医療施設調査

活
動
状
況
・
連
携
状
況

プ
ロ
セ
ス
指
標

5） 入退院時の連携

○

① 入院時情報提供率 アンケート必要

② 退院調整率 アンケート必要

③ 退院時カンファレンスの状況 アンケート必要

④ 情報共有の過不足等の質の調査 アンケート必要

6） 連携に関する診療報酬

○
① 退院支援加算 医療レセ、近畿厚生局届出

② 介護支援連携指導料 NDB

7） 連携に関する介護報酬

○

① 入院時情報連携加算 有無：高齢者実態調査

② 退院退所加算 有無：高齢者実態調査

8） 市町村の取組み

○

① 取組の量的把握（研修回数、普及啓発回数） 区の取組み調査

② アウトカムのへのつながり 区の取組み調査

③ 質的な把握（研修・普及啓発の内容） 区の取組み調査
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提
供
体
制

プ
ロ
セ
ス
指
標

9） 在宅医療サービスの実績

○

① 訪問診療の実績回数 医療施設調査

うち、在宅支援診療所・病院の訪問診療件数 近畿厚生局の届出

② 訪問歯科診療の実績回数 医療施設調査

③ 訪問薬剤指導の実績回数 ？

④ 訪問看護の実績回数 医療施設調査

10）住民のニーズ調査

○

① 住民の普及啓発状況 アンケート必要

②
住民の在宅医療・介護看取りの希望割合
⇒終末期に過ごしたい場所
（必要な医療は受けられる前提）

高齢者実態調査

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
指
標

11）在宅医療

○

① 病院（後方支援病院）
・後方支援病院 近畿厚生局の届出

・入退院支援加算算定医療機関数 近畿厚生局の届出

・在宅療養支援病院数 近畿厚生局の届出

② 診療所
・在宅療養支援診療所数 近畿厚生局の届出

・訪問診療を行う診療所数 医療施設調査

③ 歯科
・在宅療養支援歯科診療所数 近畿厚生局の届出

④ 薬科

・在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局数 近畿厚生局の届出

・在宅患者調剤加算 近畿厚生局の届出

⑤ 訪問看護ステーション

・訪問看護ステーション数 介護サービス施設・事業所調査

・24時間対応体制加算 近畿厚生局の届出

12）在宅介護（介護事業所）

○
① 居宅介護支援事業所数 市届出

② 通所介護事業所数 市届出

③ 訪問介護事業所数 市届出

④ 介護老人保健施設数 市届出 30


